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原 議 永 年 保 存

共 00 00 10 31 ５年

県 本 部 各 部 課 長 宮 本 務 第 １ ６ ８ ８ 号
殿

県 下 各 警 察 署 長 令 和 ２ 年 １ １ 月 ４ 日

宮 城 県 警 察 本 部 長

家族救慰金授与要綱の改正について（通達）

家族救慰金の授与については 「家族救慰金授与要綱の制定について（通達 （昭、 ）」

和４７年９月２９日付け宮警本務第２１４９号）により取り扱っているところである

が、別添のとおり家族救慰金授与要綱を改正したので通達する。

なお、これに伴い、前記通達は廃止する。

記

１ 改正の要点

⑴ 授与対象職員の変更

授与対象職員を警察官（警察法（昭和２９年法律第１６２号）第５６条第１項

に規定する地方警務官を含む ）から警察職員（警察法第５６条第１項に規定す。

る地方警務官を含む ）に改めた。。

⑵ その他

文言の整理等所要の整備を行った。

２ 施行期日

令和２年１１月４日



家族救慰金授与要綱

第１ 趣旨

、 、 、この要綱は 警察職員の正当な職務執行に直接起因して 当該警察職員の配偶者

同居の父母又は子が他人から危害を加えられ、そのために死亡し、又は重い障害が

、 （ 「 」 。）残った場合に 当該警察職員に対して授与する家族救慰金 以下 救慰金 という

に関し必要な事項を定めるものとする。

第２ 用語の定義

、 、 。この要綱において 次に掲げる用語の意義は それぞれ次に定めるところによる

１ 加害行為

警察職員（警察法（昭和２９年法律第１６２号）第５６条第１項に規定する地

方警務官を含む。以下同じ ）が正当に行った次に掲げる職務の執行に直接起因。

して、第三者により当該警察職員の配偶者（届出をしていないが事実上婚姻関係

と同様の事情にあった者を含む 、同居の父母（当該警察職員の単身赴任により。）

別居している父母を含む ）又は子（当該警察職員の単身赴任により別居してい。

る子及び遊学のため別居している子を含む。以下これらを「家族」という ）に。

対して行われた加害行為をいう。

⑴ 人の生命、身体若しくは財産の保護又は人命の救助

⑵ 犯罪の予防又は鎮圧

⑶ 犯罪の捜査又は被疑者の逮捕

⑷ 水害、火災その他災害又は変事における警戒、防護若しくは救護

⑸ 交通の取締り

⑹ その他の警察責務の遂行

２ 被害

家族が、第三者から、直接的又は間接的を問わず前記１の加害行為により被害

を受けたことをいう。

３ 重い障害

地方公務員災害補償法施行規則（昭和４２年自治省令第２７号）別表第３第１

級から第７級までに規定する障害を基準として、警察本部長（以下「本部長」と

いう ）が認定した障害をいう。。

第３ 救慰金授与対象職員

救慰金授与の対象は、警察職員とする。

第４ 救慰金授与の要件

１ 加害行為の理由

加害行為が、警察職員の正当な職務執行に直接起因し、次のいずれかに該当す

る場合とする。

⑴ 警察職員の正当な職務執行に伴う怨恨による場合

⑵ 警察職員の正当な職務執行を妨害又はけん制する意図による場合

２ 被害の程度

被害の程度が、次のいずれかに該当する場合とする。



⑴ 死亡した場合

⑵ 重い障害が残る場合

３ 被害者

被害者が家族のいずれかの者である場合とする。

第５ 救慰金の種類及び授与額

１ 死亡者救慰金

死亡者救慰金は、家族が前記第４に規定する救慰金授与の要件に該当する被害

を受け、死亡した場合に当該警察職員に対して授与するものとし、その授与額は

別表第１に定めるとおりとする。

２ 障害者救慰金

障害者救慰金は、家族が前記第４に規定する救慰金授与の要件に該当する被害

を受け、重い障害を残すこととなった場合に当該警察職員に対して授与するもの

とし、その授与額は別表第２に定めるとおりとする。

第６ 申請手続

所属長は、救慰金の授与を必要とする事案が発生したときは、救慰金授与申請書

（別記様式第１号）に、次に定める書類を添えて、本部長に申請するものとする。

１ 医師の診断書（死亡した場合は、死亡診断書（死体検案書）の写し）

２ 救慰金を受けるべき警察職員と被害を受けた家族との続柄に関する市区町村長

の証明又は戸籍謄本若しくは戸籍抄本

３ 当該警察職員からの現認報告書又は当該事案を証明する書類

４ その他本部長が必要と認める書類

第７ 申請の時期

１ 死亡した場合

家族が前記第４に規定する救慰金授与の要件に該当する被害を受け、死亡した

場合については、直ちに申請する。

２ 重い障害が残る場合

家族が前記第４に規定する救慰金授与の要件に該当する被害を受け、重い障害

が残る場合については 「症状が固定し、医療効果が期待できなくなった場合」、

に認定することになるので、具体的事案に応じて申請の時期を検討するものとす

る。

第８ 救慰金の授与

救慰金は、本部長が、当該警察職員に授与する。

第９ 救慰金の授与の方法

、 、 （ ）本部長は 救慰金の授与を決定したときは 救慰金授与通知書 別記様式第２号

を所属長を経由して当該警察職員に交付するとともに、救慰金を授与するものとす

る。

第１０ 領収書の提出

救慰金を授与された者は、本部長に対し領収書（別記様式第３号）を提出するも

のとする。

第１１ 適用除外



警察職員の職務執行に、違法又は著しい不当行為が認められたとき又はその他救

慰金を授与することがふさわしくないと本部長が認めたときは、救慰金は授与しな

いものとする。

第１２ 授与事務

救慰金の授与に関する事務は、警務部警務課において行う。



別表第１

死亡者救慰金

授 与 の 要 件 授 与 額

、警察職員の正当な職務執行に直接起因して

当該警察職員の家族が他人から危害を加えら ２，０００，０００円

れ、死亡したとき。

別表第２

障害者救慰金

障 害 等 級 授 与 額

第１級 ２，０００，０００円

第２級 １，８００，０００円

第３級 １，６００，０００円

第４級 １，４００，０００円

第５級 １，２００，０００円

第６級 １，０００，０００円

第７級 ８４０，０００円

備考 障害等級は、地方公務員災害補償法施行規則別

表第３の例による。



別記様式第１号

救慰金授与申請書

申請年月日 年 月 日

宮城県警察本部長 殿 住 所

警

救慰金の授与について、次のと 察 所 属

おり申請する。 職

員 階 級

（ ）氏 名 歳

住 所

氏 名

職 業

生年月日（年齢）

（ ）警察職員との続柄

前被

害 被害発生の日時 年 月 日 午 時 分頃
後者

被害発生の場所
に

関

傷 病 名
す

る

傷病の部位及び程度
事

項

被害発生の状況

上記のとおりであることを証明する。

年 月 日

所属長の証明 所 属

官職・氏名 ㊞

検 討 結 果



別記様式第２号

宮本務第 号

年 月 日

殿

宮城県警察本部長

救慰金授与通知書

年 月 日宮 第 号で申請のあった救慰金は、下記の

とおり授与することに決定したから通知する。

記

１ 救慰金の種類

２ 救慰金の額



別記様式第３号

領収書

金 円也

ただし （死亡・障害）救慰金として上記の金額を受領いたしました。、

年 月 日

宮 城 県 警 察 本 部 長 殿

受領者

所 属

階 級

氏 名 ㊞


